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資料25-A  

労働検討会(労働者側意見) 

2002年７月１日 

連合東京 古山 修 

Ⅰ個別労働相談の概要(「資料№１」) 

１．現状：増加傾向にある 

 

２．相談のルート 

 

３．相談概要 

 

Ⅱ紛争解決に取り組んだ具体的事例(「資料25-B」) 

１．紛争の特徴 

(1)労働者を職場から排除…各個撃破・恫喝 

(2)長時間労働と給与の大幅切り下げによる過酷な勤務実態… 

(3)就業規則：無視、不利益変更 

２．紛争解決手段 

 (1)組合結成・団体交渉 

 (2)労働委員会 

 (3)労働基準監督署 

(4)裁判所 

 

Ⅲ最後に 

１．法が守られない現状 

 

２．労働検討会に期待するもの 

 (1)裁判所を利用しやすく 

  ①時間 

  ②費用 

  ③見込み 

  ④職場にいながら裁判をやる困難性 

以上 
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資料25-B  

労働相談の具体的事例 

2002年７月１日 

連合東京 古山 修 

１．労働者を職場から排除 

(1)具体的理由のない解雇（知人／団交・労働組合）＊カッコ内は相談ルートと紛争解決手段 

①外資系のＭ社で、昨年、女性のＡさんが解雇が通知された。団体交渉を申し入れ、直ち

に解雇は撤回された。１年経過した今年６月、Ａから電話が入った。内容は「10名の事

実上の指名解雇が起きている、相談にのってほしい…」とのことだった。解雇理由はな

く担当者の好き嫌いが基準となっている。解雇が繰り返される典型的な例。 

②現在、Ａと仲間数人で解雇撤回と労働組合結成へ向け準備中… 

(2)業務不良を本人の責任に…解雇（連合地方組織／団交・裁判） 

①外資系Ｆ社…業績不良を本人のマネージメントの悪さと決めつけて解雇。解雇理由は事

実無根、評価を誤ったもの、本人に責任を押しつける類のものであることが団体交渉の

中で明確に。しかし、会社が解雇撤回の意思がないことから、裁判へ… 

②地位保全仮処分を申請。和解で解決。 

(3)管理職に対する報復的懲戒解雇（ホームページ／団交・労働組合・労働委員会） 

 ①具体的理由が説明されず口頭で解雇が通告。１か月後、解雇理由なるものが提出される。

内容は、勝手に会社の印鑑を使用し契約したとのこと。取締役が保管しており、本人は

使用したことがない。その他も、事実無根。更に、１か月後、懲戒解雇処分が通知され

る。団交も拒否 

 ②不当労働行為救済申立を労働委員会に提出、係争中。 

(4)懲戒解雇（ホームページ／団交・労働委員会） 

 ①「辞職届」を提出したことに対して報復的に懲戒解雇。賃金の支払いも行われていない。

他にも２名に対して賃金未払い。 

 ②労働委員会にて「あつせん団交」を申請… 

(5)退職強要（労政事務所／団交・労働組合） 

 ①２名に対して退職勧奨。理由は評価が低いとのこと…。両名の勤続年数は28年。店舗拡

大中。団交を行ったところ、直ちに撤回される。 

 ②しかし、降格、配転等の必要な嫌がらせが続いている。 

(6)大使館での解雇（大使館組合員／なし） 

 ①大使館での解雇の相談では上司の嫌がらせの結果、解雇が通告された。ウイーン条約の

存在が判断を微妙に狂わせている。また、団交拒否、裁判、労働委員会には従わないと

のことが公然と言われている。 

 ②本人は、諦めてしまった。 
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２．過酷な勤務実態 

(1)長時間労働の常態化（労政事務所／労働組合） 

①外資系Ａ社、従業員数50数名、長時間労働、土日出勤、地方への長期間の出張が常態化

している。この根底には、人を育てるというマネージメントの欠如、機械のクオリティ

ー、無計画な受注等の問題がある。更に、現場を知らない営業が採算を無視した見積も

りを続け、結果、利益が出ない経営体質となっている。従業員は、受注を減らしても利

益を出すべき…このままの状況が続くならば会社は信頼を失い、顧客を失い経営の存続

が危ぶまれる…と会社に提言しているが聞き入れられない。 

②従業員の１人が過労で職場で倒れた。従業員の置かれている状況は深刻である。自分か

ら職場を去る…か、どうにかする(労組を作り対応)…か、最悪、命を落とす（過労死）

…、という状況に追い込まれている。 

③組合結成で対抗… 

(2)健康破壊（雑誌／労働組合） 

①Ｓ社（ベンチャー企業、従業員数120名）の相談も凄まじい。相談者は女性のＢさん、凄

まじい長時間労働の職場である。勤務時間は、午前９時から午後６時、給与は年俸制で

２時間の時間外が含まれているとのことである。従業員は、午後８時迄は最低働き、そ

れ以降についても時間外手当についても支払われないものだと思っている。 

②Ｂの部署では女性が10名で内３名が貧血で倒れている。また、他の部署でも自律神経失

調症等で通院を余儀なくされている人がいる。Ｂは、午後11時頃までの残業が続き、生

理不順となり通院している。 

 ③組合結成で対抗… 

 

３．就業規則等の不利益変更 

(1)合併による排除：信用金庫６社（新聞／なし） 

①合併を機に「新給与制度」が導入、結果、中高年の給与が10～25％の範囲で切り下げら

れる。存続会社の職員については除外されている。企業内労組があるが制度導入で同意、

相談者は管理職であり非組合員。対抗として管理職の組合をつくり不利益変更に不同意

の意思表示を提案…。多くの仲間も退職せざるをえなくなっているとのことであった。 

②その後、相談者からの連絡はなくなった。 

(2)給与体系と交通費の変更（ホームページ／団交・労働委員会） 

 ①約１５％の給与カットと交通費の大幅カット(５万円)応じない場合は法人の解散と全員

解雇の提案を行った。法人としては財政的に厳しいわけではない。 

 ②結果、交渉で約４％カットと交通費のカット幅の大幅縮小で合意。 

(3)合併・併合等による不利益変更（ホームページ／労働組合） 

①船舶関連の職場でも合併・併合・分社。結果として、賃金等労働条件の切り下げ・下位

平準化と人員削減が同時に進行している。 

 ②再就職支援制度等への対策も検討している。 

(4)就業規則の一方的な変更（新聞／なし） 
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①給与・退職金規程の改定、既に、その前段では社会保険が廃止されていた。 

 ②本人は、反対してもどうにもならないと判断して退職してしまった。 
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資料 2 5-C  

労働検討会ヒアリング  

 
２００２年７月１日  

                                                                   小山  正樹 

 
１ 個別労使紛争の現状とその特徴  

（１）個別労使紛争が増加している－１００万件といわれる労働相談  

（２）労働相談の特徴  

      ・主な相談内容 ①解雇・退職強要、②賃金未払い、③労働条件の不利益変更 

   ・労働組合のない事業所の労働者が圧倒的多数 

（３）個別労使紛争増加の背景  

・バブル経済破綻後の経済環境の悪化と経営者のモラル低下       例： 

   ・労働組合のない中小企業で深刻な労働問題が発生 

   ・有期雇用契約労働者の増大、労働条件の個別化の進行 

       

２ 紛争処理制度の現状・課題  

（１）企業内紛争解決  

  ・労働組合があり労使関係が成り立っている事業所では苦情処理制度などで一定の機能を発揮 

  ・労働組合があって労使関係として機能する 

・しかし、企業内紛争解決の限界 

＊民間の雇用労働者の 82%は未組織労働者 

＊100 人未満企業では 98.7%の労働者が未組織 

（２）都道府県労政事務所  

  ・労働者の身近な紛争解決機関 

  ・東京、大阪、福岡等で多くの労働者が利用している 

（３）地方労働局長の助言・指導及び紛争調整委員会  

  ・昨年の 10 月にできた制度で評価これから 

  ・「複線型」として、さまざまなＡＤＲはあったほうがいい 

  ・しかし、ＡＤＲは互譲のものであり納得性が得られない場合がある     例：  

  ・裁判制度があってこそのＡＤＲ 

（４）労働委員会 

  ・集団的紛争解決としての実績＝労使の参加の意義 

    労働者側を説得する労働者委員、使用者側を説得する使用者委員 

  ・不当労働行為審査における労働委員会の果たす役割と労働委員会の改革の必要 

・5 審制の問題 

・39 道府県で個別労使紛争処理の取り組みが開始され、実績を上げつつある 

（５）裁判所 

  裁判所へ行けない実態 

  ・時間がかかる        例：大星ビル管理事件で 13 年 
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  ・費用がかかる        例：A 県のセクハラ事件で東京から弁護士を呼んで 300 万 

  ・会社にいられなくなる（労働組合がない場合） 

  ・どのように訴訟を起こしたらいいか分からない 

  ・勝つか負けるかわからない 

  → 自分の生活、自分の人生をかけなければ訴訟は起こせない（組織労働者でも同じ） 

                               例：大星ビル管理事件、ほか 

 

３ 労働参審制度導入への期待  

（１）労使自治の重要性  

  ・労使の緊張関係のなかで企業別労使関係が培ってきた適切な判断力と柔軟な紛争解決力 

                                     例： 

  ・労使自治は、企業の発展、社会の健全な維持・発展に寄与してきた 

（２）労働事件の特性  

  ・使用者と一人の労働者は対等ではない 

  ・生活の糧を得るための働く場での争い 

  ・企業経営の実情や職場の実態が背景にある               例： 

（３）労働参審制への期待  

・参審制は、労使の利益代表の参加ではない 

・労使自治で培った判断力などを生かすこと 

・迅速、適正（納得性）の実現 

 
以 上 
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25-D資料

添付資料

１．個別労使紛争の増加

（０）はじめに

近年、労働関係の紛争は、集団的紛争から個別的紛争へシフトしてきていると言われ

ている。実際、厚生労働省がホームページ上で「個別労働関係紛争の解決の促進に関す

る法律」について解説している部分にも、法律の趣旨として、

「 企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴い、労働関係に関する事項についての

個々の労働者と事業主との間の紛争が増加していることにかんがみ、これらの紛争の実

情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都道府県労働局長の助言・指導制度、紛争

調整委員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働関係紛争解決制度の整備を

図る」

との記載がある。

（１）連合の「何でも労働相談ダイヤル」の相談数傾向

「何でも労働相談ダイヤル」の活動は、通年活動として取組を行っている地方連合会

もあるが、連合本部では毎年 月 日から 月 日までの期間における相談活動のアン1 1 4 30
ケートを実施している。表中の数字は、地方連合会と本部分の合計である。

年 年 年 年 年1998 1999 2000 2001 2002

相談件数 件 件 件 件 件3,383 3,109 3,860 3,831 4,279

（２）労政事務所への相談数傾向

○東京都

、 。1991 3年度まで平均すると年間 万件であった相談は バブル崩壊後に一気に増加した

労使からの相談のうち、 が労働組合のない事業所のもの（ 年度）である。88.1% 2000

年度 年度 年度 年度 年度1997 1998 1999 2000 2001

相談件数 件 件 件 件 件48,875 55,232 48,359 48,045 52,445
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○大阪府

年度 年度 年度 年度 年度1997 1998 1999 2000 2001

相談件数 件 件 件 件 件8,080 10,408 10,982 10,761 10,319

○福岡県

年度 年度 年度 年度 年度1997 1998 1999 2000 2001

相談件数 件件 件 件 件 件448 255 741 678 807

（３）個別労働紛争解決制度の利用者数

年 月 日より「個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律」が施行され、2001 10 1
地方労働局において労働局長による助言・指導、紛争調整委員会によるあっせん等の、

個別労働紛争解決制度が開始された。

年 月 月 年 月 月2001 10 ~12 2002 1 ~3

総合労働相談ｺｰﾅｰに 件 件121,330 130,215

寄せられた相談

相談者の内訳 年 月 月 年 月 月2001 10 ~12 2002 1 ~3

労働者 件 件76,086 77,463

事業主 件 件35,300 40,953

その他 件 件9,944 11,799
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（４）地方労働委員会

年 月に「地方分権一括法」が施行され、地方労働委員会の事務が国の委任から2000 4
地方自治に切り替わった。各都道府県の地労委が独自に仕事の幅を広げられるようにな

、 、 、 、ったために 年 月 日現在では 東京 神奈川などを除く 都道府県において2002 4 1 39
地労委が個別紛争処理に取り組んでいる。

個別労働紛争解決促進法では、地方労働局長の下で紛争調整委員の行うあっせん手続等

を定めている。地労委が今回の法改正に基づきあっせんを行うことになれば、両者は競

合する。この両者の関係を如何にするかは、各都道府県によって異なっている。

○愛知県

年 月、全国で初めて地労委による個別労使紛争の取り扱いを始めた（高知県も2001 4
同時 。サービスの内容は、あっせんのみで労働相談は労政主管事務所で扱う。）

（５）全国の地方裁判所

労働関係民事事件を、全国の地方裁判所が毎年何件受け付けているかの調査。バブル

崩壊後、提訴数が激増している。
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（平成 年＝ 年）3 1991

ドイツの労働裁判所やイギリスの雇用審判所などの労働裁判所制度と日本の労働裁判制度を

比較した時の特徴。

①労働事件を専門とする職業裁判官が手続きの運営や判断の中核を担う。

②これに労使裁判官が参加して、雇用労使関係に関する専門的知見を注入する。

③手続きが口頭主義、集中審理（即日決定・言渡し、後日書面送付）を基本とした

簡易・迅速・低廉なものとして設計され運営されている。

④大量の事件を処理する上で、和解による解決を優先している。

「専門的司法による大量迅速処理の労働裁判システム （独・英など）」

VS
「非専門的司法による少量精密処理の労働裁判システム （日本）」
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２．相談内容

（１）連合の「何でも労働相談ダイヤル」の傾向

データは （１）と同じ。１．

相談内容上位五位まで

年 年 年 年 年1998 1999 2000 2001 2002

①解雇・退職強要 ①解雇・退職強要 ①解雇・退職強要 ①解雇・退職強要 ①解雇・退職強要

契約打ち切り 契約打ち切り 契約打ち切り 契約打ち切り 契約打ち切り

②労働問題以外 ②賃金･一時金・ ②未払い賃金 ②労働問題以外 ②未払い賃金

③年次有給休暇 諸手当・最賃 ③賃金・一時金・ ③未払い賃金 ③賃金・一時金

④未払い賃金 ③労働問題以外 諸手当・最賃 ④雇用保険・ 諸手当・最賃

⑤賃金･一時金・ ④退職金・退職手 ④就業規則 労災保険 ④労働問題以外

諸手当・最賃 ④未払い賃金 ⑤年次有給休暇 ⑤賃金・一時金・ ⑤年次有給休暇

諸手当・最賃

相談内容には 「解雇・退職強要・契約打ち切り 「未払い賃金」が毎年上位にきてい、 」

る。賃金のみを生活の拠所にしている労働者にとっては、迅速な解決が求められる事件

である。

（２）労政主管事務所への相談

○東京都

相談内容上位五位まで

年度 年度 年度 年度 年度1997 1998 1999 2000 2001

①解雇 ①解雇 ①解雇 ①解雇 ①解雇

②賃金不払い ②賃金不払い ②賃金不払い ②賃金不払い ②賃金不払い

③賃金その他 ③賃金その他 ③労働契約 ③労働契約 ③労働契約

④労働契約 ④労働契約 ④賃金その他 ④賃金その他 ④賃金その他

⑤退職金 ⑤退職金 退職金 退職 ⑤退職⑤ ⑤
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○大阪府

相談内容上位五位まで

年度 年度 年度 年度 年度1997 1998 1999 2000 2001

①賃金未払い ①解雇・退職勧奨 ①解雇・退職勧奨 ①解雇・退職勧奨 ①解雇・退職勧奨

②解雇・退職勧奨 ②賃金未払い ②賃金未払い ②賃金未払い ②賃金未払い

③雇用その他（退 ③労働保険 ③退職金 ③労働契約 ③労働契約

職等）

④労働条件その他 ④労働条件その他 ④雇用保険 ④その他の賃金 ④雇用保険

（労働契約等） （労働契約等）

⑤労働保険 ⑤雇用その他（退 労働契約 雇用保険 ⑤退職金⑤ ⑤

職等）

○福岡県

相談内容上位 位まで（ 年 月 日～ 年 月 日）6 2000 9 1 2001 8 31
解雇・退職強要・雇止め 237件①

雇用保険・労災保険 93件②

その他 89件③

④ 件労働契約関係 75

⑤ 件賃金・予告手当・諸手当・最賃 62

⑥ 件差別・嫌がらせ・セクハラ 43

（３）個別労働紛争解決制度への相談

相談内容上位五位まで

①解雇

②労働条件引き下げ

③出向・配置転換

④退職勧奨

⑤その他の労働条件
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（４）裁判所

全国地裁・労働関係民事通常訴訟事件（種類別新受件数）

（ 年 )2001

計 件2119

1313
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343
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賃金手当 普通解雇 懲戒解雇 その他
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３．解決までの期間

（１）大星ビル管理事件

連合に加盟している産業別構成組織である「化学リーグ 」が取り組んだ裁判。ビル21
管理にあたる警備員の「仮眠時間」が労働時間であるか否かが争われた。裁判の経緯は

以下のとおり。

年 月 東京地裁に提訴1989 3
年 月 東京地裁判決1993 6
年 月 東京高裁判決1996 12
年 月 最高裁判決2002 2

東京地裁に提訴してから判決が確定するまでには、ほぼ 年を費やしている。13

（２）角川文化振興財団事件（もし解雇を裁判で争うなら）

角川書店から委託された出版企画の編集、製作が業務である会社。

年 月 労働者へ解雇が通告される1998 12
年 月 解雇強行1999 3

月 東京地裁へ提訴（仮処分【財団を相手に】と4
本訴【財団と角川書店を相手に】を同時に提訴）

月 仮処分が棄却される11
年 月 第 回目の和解交渉で和解成立2002 3 16

解雇強行から和解成立まで、 年を費やしている。3

（３）日本ヒルトン事件（雇止めとその後の労働条件変更を争うなら）

有期労働契約更新時の労働条件不利益変更と雇い止めが争われた。ホテル「ヒルトン

東京」において、配膳人として日々雇用されていた労働者が、労働条件の切り下げに応

じず解雇された事件。

年 月 会社が、労働条件切り下げに応じない配膳人は一月1999 3
後から雇用できない、と通告。

月 東京地裁に申し立てた地位保全賃金仮払の仮処分が11
棄却される

年 月 東京地裁判決。雇止無効とし、地位確認と賃金支払2002 3
を命じる

雇止めから勝訴判決まで、 年を費やした。しかし会社側は地裁判決を不服とし、現3
在控訴中である。
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（４）労働関係民事通常訴訟事件の審理期間（全国地裁）

（ 年）2001

年の平均審理期間は、 ヶ月である。2001 13.5
、【 、 、 】 。1 3 19 3 6 17 6 1 27年未満の期間の内訳は 月未満 ％ ～ 月 ％ 月～ 年 ％ である

（５）全国地裁・全国高裁の新受件数と、推定控訴率

全国高裁の新受件数を、全国地裁の新受件数で割り、推定控訴率を割り出した。

年度 全 国 地 裁 全 国 高 裁 推定控訴率

新受件数 新受件数

1991年度 662 159 24.00%

1992年度 892 138 15.50%

1993年度 1,307 152 11.60%

1994年度 1,507 178 11.80%

1995年度 1,552 232 14.90%

1996年度 1,525 291 19.10%

1997年度 1,656 277 16.70%

1998年度 1,793 264 14.70%

1999年度 1,802 318 17.60%

2000年度 2,063 403 19.50%

2001年度 2,119 471 22.20%

※ドイツとの比較について

ドイツでは、権利紛争と利益紛争を分けているので、日本の控訴率とは単純に比較で

きないだろう。しかし利益紛争の控訴率も ％弱であるため、控訴率は全般として日本15
よりも低い。

1年未満
63%

1～2年
24%

2～3年
8%

3年以上
5%

1年未満

1～2年

2～3年

3年以上
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（６）労働関係民事通常訴訟事件 終局結果割合（全国地裁）

（ 年 ）2001

判決
41%

和解
44%

取下げ
12%

その他
3%

判決

和解

取下げ

その他






